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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第36期
第１四半期
連結累計期間

第37期
第１四半期
連結累計期間

第36期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 15,441 17,680 68,960

経常利益 (百万円) 1,420 2,309 5,151

四半期(当期)純利益 (百万円) 801 1,484 1,375

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 767 1,483 1,217

純資産額 (百万円) 123,000 123,946 122,829

総資産額 (百万円) 139,326 140,542 139,242

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 20.58 38.13 35.33

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 87.8 87.9 87.9
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

平成26年３月期有価証券報告書(平成26年６月27日提出)により開示を行った内容から重要な変更がないため、記

載を省略しております。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動により弱い動きがみられるも

のの、足元では個人消費の一部に持ち直しの動きもみられ、公共投資も堅調に推移してきたことなどから、緩やか

ながらも回復基調が続いています。

当社の属する普通鋼電炉業界におきましては、建築・土木を中心とする国内需要が比較的堅調に推移する一方、

円安傾向の継続や中東情勢の悪化等に伴う原油価格高騰により電力・燃料及び諸資材単価は引き続き上昇し、製造

コスト負担は増加いたしました。

このような状況のなか、当社グループは2015年度連結中期計画『リフォームOSC』の最重要課題である、省エネ

ルギー・省電力20%の実現に向けて、直送圧延の拡大、省エネルギー設備の導入等によりコスト削減に努めてまい

りました。更に、商品力強化・差別化の取り組みとして、エレベータガイドレールに関し、昨年10月の国土交通省

告示に即して、耐震構造上の安全性確保に資するべく国土交通省大臣認定を取得し、直近の受注拡大に結びつける

など営業基盤の強化を推進してまいりました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の当社グループにおける鋼材売上数量は22万７千トン（前年同期実績22

万４千トン）、売上高176億８千万円（前年同期実績154億４千１百万円）、経常利益23億９百万円（前年同期実績

14億２千万円）、四半期純利益は14億８千４百万円（前年同期実績８億１百万円）となりました。

 

(2) 研究開発活動

当期は新商品開発、製造プロセス改善、圧延生産性向上、ビレット及び製品品質向上をテーマに上げ、技術開

発・操業改善を実施しております。特に、電気料金の値上げ、円安等による燃料の値上げに対し省エネ技術・操業

の改善を推進しております。

なお、当第１四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 113,812,700

計 113,812,700
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,279,982 42,279,982
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
100株であります。

計 42,279,982 42,279,982 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年６月30日 ― 42,279 ― 8,769 ― 11,771
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成26年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

① 【発行済株式】

平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,356,400
― 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式(その他)
普通株式

38,878,700
388,787 同上

単元未満株式
普通株式

44,882
― ―

発行済株式総数 42,279,982 ― ―

総株主の議決権 ― 388,787 ―
 

(注)１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

　　２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式18株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
大阪製鐵㈱

大阪市大正区南恩加島
一丁目９番３号

3,356,400 ― 3,356,400 7.94

計 ― 3,356,400 ― 3,356,400 7.94
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 646 945

  受取手形及び売掛金 12,911 12,451

  製品 6,416 7,314

  仕掛品 299 279

  原材料及び貯蔵品 4,352 4,117

  繰延税金資産 209 402

  未収入金 9,819 8,938

  関係会社短期貸付金 10,000 10,000

  預け金 50,274 52,181

  その他 354 356

  貸倒引当金 △3 △3

  流動資産合計 95,281 96,983

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 18,363 18,362

    減価償却累計額 △13,421 △13,502

    建物及び構築物（純額） 4,942 4,859

   機械装置及び運搬具 55,121 54,986

    減価償却累計額 △48,000 △48,115

    機械装置及び運搬具（純額） 7,120 6,870

   工具、器具及び備品 5,997 6,018

    減価償却累計額 △5,232 △5,249

    工具、器具及び備品（純額） 765 768

   土地 28,414 28,414

   建設仮勘定 843 839

   有形固定資産合計 42,086 41,752

  無形固定資産   

   その他 15 15

   無形固定資産合計 15 15

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,513 1,520

   長期貸付金 3 2

   退職給付に係る資産 82 ―

   繰延税金資産 142 152

   その他 148 137

   貸倒引当金 △32 △22

   投資その他の資産合計 1,858 1,790

  固定資産合計 43,960 43,558

 資産合計 139,242 140,542
 

EDINET提出書類

大阪製鐵株式会社(E01262)

四半期報告書

 7/19



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 7,311 7,015

  未払金 2,724 2,578

  未払法人税等 1,191 1,123

  修繕引当金 648 653

  その他 627 1,061

  流動負債合計 12,503 12,431

 固定負債   

  繰延税金負債 2,213 2,036

  退職給付に係る負債 1,503 1,700

  その他 191 427

  固定負債合計 3,908 4,164

 負債合計 16,412 16,596

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,769 8,769

  資本剰余金 10,648 10,648

  利益剰余金 107,088 108,206

  自己株式 △4,530 △4,531

  株主資本合計 121,976 123,093

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 618 623

  為替換算調整勘定 76 67

  退職給付に係る調整累計額 △229 △216

  その他の包括利益累計額合計 466 474

 少数株主持分 387 378

 純資産合計 122,829 123,946

負債純資産合計 139,242 140,542
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 15,441 17,680

売上原価 13,053 14,392

売上総利益 2,388 3,288

販売費及び一般管理費   

 運搬費 574 625

 給料及び賞与 189 209

 退職給付費用 9 9

 役員退職慰労引当金繰入額 21 ―

 減価償却費 8 6

 その他 238 215

 販売費及び一般管理費合計 1,041 1,067

営業利益 1,347 2,221

営業外収益   

 受取利息 41 47

 受取配当金 12 14

 固定資産賃貸料 40 37

 その他 14 12

 営業外収益合計 109 112

営業外費用   

 出向者給料等負担金 7 7

 固定資産除却損 9 7

 租税公課 6 5

 その他 12 3

 営業外費用合計 36 23

経常利益 1,420 2,309

税金等調整前四半期純利益 1,420 2,309

法人税、住民税及び事業税 440 1,107

法人税等調整額 201 △281

法人税等合計 642 825

少数株主損益調整前四半期純利益 778 1,484

少数株主損失（△） △23 ―

四半期純利益 801 1,484
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 778 1,484

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △10 5

 為替換算調整勘定 ― △18

 退職給付に係る調整額 ― 12

 その他の包括利益合計 △10 △0

四半期包括利益 767 1,483

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 791 1,492

 少数株主に係る四半期包括利益 △23 △9
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

 （会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、また割引率の決定方法についても、割引

率決定の基礎となる債券の期間を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が184百万円増加、退職給付に係る資産が

82百万円減少するとともに、利益剰余金が172百万円減少しております。なお、当第１四半期連結累計期間の営

業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はいずれも軽微であります。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　１ 偶発債務

当社の国内連結子会社１社が加入する複数事業主制度の厚生年金基金は、平成26年２月25日開催の代議員会にお

いて解散の方針を決議しております。

　当方針決議により、同基金解散に伴う費用の発生が現時点で見込まれますが、不確定要素が多いため合理的に金

額を算定することは困難であります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 540百万円  511百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月17日
取締役会

普通株式 291 7.50 平成25年３月31日 平成25年６月７日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月16日
取締役会

普通株式 194 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月９日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

大阪製鐵株式会社(E01262)

四半期報告書

14/19



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

当社グループは普通鋼の生産及び製品等の販売並びにこれらの運送を包括的に営んでおり、当社グループで経営資

源の配分の決定及び業績評価を行っていることから、事業セグメントは単一であり、該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

当社グループは普通鋼の生産及び製品等の販売並びにこれらの運送を包括的に営んでおり、当社グループで経営資

源の配分の決定及び業績評価を行っていることから、事業セグメントは単一であり、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 20円58銭 38円13銭

 (算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 801 1,484

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 801 1,484

普通株式の期中平均株式数(株) 38,924,834 38,923,522
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

第36期(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)期末配当については、平成26年５月16日開催の取締役会に

おいて、平成26年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配当を行うことを決議致し

ました。

 

１．配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　 　　 194百万円

２．１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　 　 　  5円00銭

３．支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成26年６月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月８日

大阪製鐵株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   池　田　芳　則 　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   岸　田　　卓　　 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大阪製鐵株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大阪製鐵株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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